本市における正当な理由の範囲
①　居宅介護支援事業者の通常の事業の実施地域に訪問介護サービス等が各サービスごとでみた場合に５事業所未満である場合などサービス事業所が少数である場合
②　判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画件数が20件以下であるなど事業所が小規模である場合
③　判定期間の１月当たりの居宅サービス計画のうち、それぞれのサービスが位置づけられた計画件数が１月当たり平均10件以下であるなど、サービスの利用が少数である場合
④サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより特定の事業者に集中している と認められる場合
※ 利用者から質が高いことを理由に当該サービスを利用したい旨の理由書の提出を受けている場合であって、地域ケア会議等に当該利用者の居宅サービス計画を提出し、支援内容についての意見・助言を受けている場合などに限ります。
　
⑤　その他正当な理由と市長が認めた場合
判定期間中に廃止または休止となった居宅介護支援事業所から居宅サービス計画を引き継いで、指定居宅介護支援を提供することになったため、やむなく特定の事業者に集中したと認められる場合（経緯が明らかになる書面の提出が必要）
→該当する居宅サービス計画を除いて再計算した結果、80％以下になる場合は減算を適用しない。
